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（百万円未満切捨て）

１. 19年 9月中間期の連結業績（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 19年 9月 30日）

(1)連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

  

円 銭 円 銭

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

(参考)　持分法投資損益 19年9月中間期 　－　百万円 18年9月中間期　 －　百万円 19年3月期　 －　百万円

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

(参考) 自己資本 19年9月中間期 229,421百万円 18年9月中間期 233,078百万円 19年3月期　  238,441百万円

(注1)   「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注2)   「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成19年3月期より「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

　　　　自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。

　　　　なお、18年9月中間期は旧基準により算出しております。

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

２.配当の状況

（基準日）

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

19年 3月期

20年 3月期

20年 3月期
（ 予 想 ）

3.50 7.00

236,530

239,914

△ 790

△ 765

△ 32,937

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ ・ フロー

－
8.00

－

44.98

－ 4.50

－

－

－

3.50 －

3.50

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ ・ フロー

3,125,430

3,117,259

3,144,993

総資産

△ 29.9

△ 44.9

38,822

△ 35.9

5.7

28.0

1.8

84,056

21.04

7.5

1,092.81

1,109.72

14.00

13.89

4,418

5,494

8,581

自己資本比率
(注1)

2,433

－ 9,446

純資産

経常収益 経常利益

49,698

7.3

中間（当期）純利益

１株当たり純資産
連結自己資本比率
（国内基準）(注2)

－－ 16,774

21,344

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ ・ フロー

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

11.59

現金及び現金同等物
期 末 残 高

年　　間

40,376

△ 32,141

期　　末
第　３
四半期末

第　１
四半期末

中間期末

13.71

取締役総合企画部長兼
総合企画部グループ会社統括室長

１株当たり配当金

59,459

52,811

245,420 7.6 1,135.47

31,157 49,764

△ 1,534△ 18,512

－1－
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３. 20年 3月期の連結業績予想（平成 19年 4月 1日  ～  平成 20年 3月 31日）
（％表示は、対前期増減率）

　
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期

４.その他
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　無

(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本と
　 なる重要な事項の変更に記載されるもの）
　①　会計基準等の改正に伴う変更 有

　②　①以外の変更 無

(3)発行済株式数（普通株式）
　①　期末発行済株式数(自己株式を含む) 19年9月中間期 株 18年9月中間期 株 19年3月期 株

　②　期末自己株式数 19年9月中間期 株 18年9月中間期 株 19年3月期 株

 　（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１. 19年 9月中間期の個別業績（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 19年 9月 30日）

(1)個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

円 銭

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

(2)個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

19年9月中間期

18年9月中間期

19年3月期

(参考) 自己資本 19年9月中間期　 226,982百万円 18年9月中間期   230,913百万円 19年3月期   236,143百万円

(注１)　　「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。

(注２) 　 「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成19年3月期より「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

　　　　自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。

　　　　なお、18年9月中間期は旧基準により算出しております。

２. 20年 3月期の個別業績予想（平成 19年 4月 1日  ～ 平成 20年 3月 31日）
（％表示は、対前期増減率）

　
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期

     ※業績予想は、発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提としておりますが、

　      実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想の前提となる仮定及び業

      　績予想に関する注意事項等につきましては、３～４ページ「1.経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照ください。

7,828

4,878

経常利益

95,000 13.0

△ 37.6

経常収益

△ 2.4 8,000

7.6

31,254 2.8

－

79,000 15,200

13.38

10△ 12.5 38.

１株当たり当期純利益

1,124.53

14.8

3,117,684 236,143

単体自己資本比率
（国内基準）(注2)

経常収益 経常利益 当期純利益

3,089,772

226,982

230,913

3,097,081

13.547.5

7.3

1,099.42

7.3

総資産 純資産
自己資本比率
(注1)

43.54

409,939

13.67

１株当たり純資産

4,251 △ 30.1

9,144 －

370,797

△ 46.2

1,081.19

当期純利益

2,286

経常利益 中間（当期）純利益

39.53

210,403,655

△ 12.116,500

１株当たり当期純利益

8,300

210,403,655

68,773 － 15,577

42,068 34.5

１株当たり中間(当期)純利益

10.88

20.24

466,934

△ 1.6

210,403,655

経常収益
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 
当中間連結会計期間のわが国経済は、生産活動が輸出の増加などにより順調に推移するなか、個

人消費も企業業績の改善から所得が上向き、堅調に推移したため、全体では緩やかな回復基調を維

持しました。投資面では、公共投資が低調に推移しましたが、民間設備投資は企業収益の改善や需

要の拡大を背景に幅広い業種で増加しました。このような状況のもと、株価は前半概ね堅調に推移

しましたが、後半はサブプライムローン問題の影響もありやや低調に推移しました。 
地元経済におきましては、生産活動が一進一退で、個人消費が盛り上がりを欠くなど、全体では

足踏み状態が続きました。 
このような金融経済環境のもと、当行グループは業績の進展と経営効率の向上に努力してまいり

ました結果、次のような業績をおさめることができました。 
連結ベースの経常収益は、資金運用収益が貸出金利息及び有価証券利息配当金の増加等により 

３２億４１百万円、役務取引等収益が預り資産販売手数料の増加等により３億３３百万円、その他

経常収益が株式等売却益の増加等により７２億４３百万円それぞれ増加したことなどにより、前中

間連結会計期間に比べ１０８億７５百万円増加して４９６億９８百万円となりました。 
一方、経常費用は、その他業務費用が国債等債券売却損の減少等により４億２２百万円減少した

ものの、資金調達費用が預金利息の増加等により２２億４８百万円、役務取引等費用が支払保証料

の増加等により１億３６百万円、営業経費が人件費の増加等により２億６９百万円、その他経常費

用が貸倒引当金繰入額の増加等により１１７億３０百万円それぞれ増加したことにより、前中間連

結会計期間に比べ１３９億６３百万円増加して４４２億３百万円となりました。 
この結果、経常利益は、前中間連結会計期間に比べ３０億８７百万円減少（減少率３５.９%）し
て５４億９４百万円となりました。 
中間純利益は、経常利益の減少を主因に前中間連結会計期間に比べ１９億８４百万円減少（減少

率４４.９%）して２４億３３百万円となりました。 
 
（セグメント別の概況） 
①銀行業 
経常収益は、株式等売却益の増加等により前中間連結会計期間比１０８億１４百万円増加

して４２０億８７百万円となったものの、経常費用が、貸倒引当金繰入額の増加等により前

中間連結会計期間比１３７億２０百万円増加して３７１億５５百万円となったことから、経

常利益は、２９億６百万円減少して４９億３１百万円となりました。 
②リース業 
経常収益は、割賦販売の増加等により前中間連結会計期間比６２百万円増加して７４億 

３７百万円となったものの、経常費用が、貸倒引当金繰入額の増加等により前中間連結会計

期間比２億３６百万円増加して７２億５８百万円となったことから、経常利益は、１億  

７４百万円減少して１億７９百万円となりました。 
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③その他事業 
経常収益は、株式等売却益の減少等により前中間連結会計期間比２１百万円減少して  

１１億４３百万円となり、経常利益は、前中間連結会計期間比２６百万円減少して３億８５

百万円となりました。 
 
（当期の見通し） 
日本経済は緩やかな景気回復基調にあるものの、ゆうちょ銀行の発足など金融競争は激化し、銀

行を取り巻く経営環境は厳しい状況が続くものと思われます。 
１９年度は第３次経営戦略計画（３ケ年）の２年目であり、計画の達成に向けて、収益部門別に

策定した戦略を着実に展開していくことで収益力の強化を図るとともに、経営の効率化・リスク管

理強化にも引き続き努力してまいります。 
１９年度通期の業績予想につきましては、連結・単体ベースともに、１９年１０月２４日に修正

しました予想値から変更はありません。 
連結ベースの経常収益は９５０億円（前期比＋１３.０％）、経常利益は１６５億円（前期比 
△１.６％）、当期純利益は８３億円（前期比△１２.１％）を見込んでおります。 
  また、単体ベースの経常収益は７９０億円（前期比＋１４.８％）、経常利益は１５２億円（前期
比△２.４％）、当期純利益は８０億円（前期比△１２.５％）を見込んでおります。 
  業績予想の前提として､主要な市場金利は１９年９月の水準を見込み、これに１９年４月の短期

プライムレートの引上げ影響を織り込んでおります。また、与信コストは連結ベースで年間   

１１７億円（一般貸倒引当金繰入額６４億円、不良債権処理費用５３億円）、単体ベースで年間 
１１３億円（一般貸倒引当金繰入額６３億円、不良債権処理費用５０億円）と予想しております。 
  なお、上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を

与える不確実な要因を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる

結果となる可能性があります。 
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(２)財政状態に関する分析 
 
① 資産、負債、純資産の状況 
預金は、公金預金の減少等により前連結会計年度末に比べ３０１億１百万円減少（減少率  

１.１％）して２兆６,９３６億３９百万円となりました。なお、譲渡性預金も含めた総預金は前
連結会計年度末に比べ４０億９百万円増加（増加率０.１％）して２兆７,７３０億５７百万円と
なりました。 
貸出金は、公共向貸出金の減少等により前連結会計年度末に比べ４４８億３３百万円減少（減

少率２.２％）して１兆９,５７２億８１百万円となりました。 
また、有価証券は、国債及び社債の増加等により前連結会計年度末に比べ１３８億５８百万円

増加（増加率１.４％）して９,５０１億２８百万円となりました。 
純資産は、中間純利益の計上等により株主資本が増加したものの、その他有価証券評価差額金

が減少したことから、前連結会計年度末に比べ８８億９０百万円減少（減少率３.６％）して、   
２,３６５億３０百万円となりました。 
 
② キャッシュ・フローの状況 
当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ  

６６億４７百万円増加して５９４億５９百万円となりました。なお、当中間連結会計期間におけ

るキャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

      営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の減少等により４０３億７６百万円のプラ
スとなりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得による支出等により３２９億   

３７百万円のマイナスとなりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により７億９０百万円のマイナス

となりました。 
 
③ 自己資本比率（国内基準）の推移 
  自己資本比率（国内基準）の推移は、次のとおりであります。 

（単位：％） 

 平成16年3月末 平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末 平成19年9月末

連結自己資本比率 13.74 13.98 13.91 13.71 14.00 

単体自己資本比率 13.56 13.73 13.58 13.38 13.67 

※ 自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく金融庁告示に定められた算式に基づき

算出しております。なお、１８年３月末以前は旧基準、１９年３月末以降は新基準（バーゼ

ルⅡ）によりそれぞれ算出しております。 
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（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 
   当行は、年度毎の期間収益の確保に加え、お客様・地域、従業員等の各ステークホルダーに

対してバランスの取れた貢献を果たすことにより、中長期的にも企業価値を向上させることで

株主の皆様への利益還元を充実させていくことを最重要課題と考えております。そのため、今

後も自己資本の充実を図りつつ、将来の収益まで見据えた戦略的な投資も行いながら、従前ど

おり中間配当金、期末配当金による安定的な配当を実施できるよう努める方針であります。な

お、会社法の施行により、配当に関する回数制限が撤廃されましたが、この件につきましては、

当行の利益状況や経営計画の進捗等を総合的に勘案しつつ検討してまいります。 

   上記方針に基づき、当期においては、当初、年間７円の配当を計画しておりましたが、当期の

業績見込み等を総合的に勘案しました結果、期末配当を１円増配し、年間８円とする予定です。 

 
（4）事業等のリスク 
当行及び連結子会社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性があると考えられる主な事項は次のとおりであります。当行及び連結子会社は、これら

のリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であ

ります。 
なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当中間期末現在

において判断したものであり、将来の様々な要因により変動することがあります。 
 
① 信用リスク 
② 金利変動リスク 
③ 価格変動リスク 
④ 為替変動リスク 
⑤ 流動性リスク 
⑥ 退職給付債務 
⑦ 固定資産の減損 
⑧ 自己資本比率規制 
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２．企業集団の状況 
当行グループは、当行及び子会社８社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務、クレジッ

トカード業務などの金融サービスを提供しております。なお、当行グループの各社における位置

付けは、次のとおりであります。 
（銀行業） 
当行の本店ほか支店 116か店等においては、預金業務、貸出業務、為替業務、証券業務等を
行っており、当行グループの中心的業務と位置づけております。 
  また、連結子会社のかぎんビジネスサービス株式会社においては、担保評価業務等を、かぎ

んオフィスサービス株式会社においては、労働者派遣業務等を、かぎん会計サービス株式会社

においては、連結子会社の経理業務及び連結決算業務等を行っております。 
（リース業） 
連結子会社の鹿児島リース株式会社においては、リース事業を行っております。 
（その他の事業） 
連結子会社の株式会社鹿児島カードにおいては、クレジット業務等を、鹿児島保証サービス

株式会社においては、信用保証業務等を、株式会社鹿児島地域経済研究所においては、経済・

金融・地域開発に関する調査研究業務及び経営相談業務等を行っております。 
事業系統図(19 年９月末現在)は、次のとおりであります。 

国内 ……本店ほか支店１１６、出張所１６、代理店３０

　　　子会社８社

㈱

鹿

児

島

銀

行

（注） 上記子会社のほか、持分法非適用非連結子会社として、匿名組合契約方式によ

　　　るリース事業を行っている営業者であるケイエム・リーシング有限会社があります。

海外 ……駐在員事務所（上海）

鹿 児 島 保 証 サ ー ビ ス ㈱

 担保評価業務等

 労働者派遣業務及び有料職業紹介業務等

 連結子会社の経理業務及び連結決算業務等

 産業・経済・金融・地域開発に関する調査研究等

 クレジットカード・信用保証・金銭貸付業務等

 総合リース・ファクタリング業務等

 住宅ローン・消費者ローンの債務保証業務等

か ぎ ん 会 計 サ ー ビ ス ㈱

㈱ 鹿 児 島地 域経 済研 究所

㈱ 鹿 児 島 カ ー ド

鹿 児 島 リ ー ス ㈱

子 会 社 名 事 業 の 内 容

かぎんビ ジネ スサ ービ ス㈱

か ぎ ん オ フ ィ スサ ービ ス㈱
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３．経営方針 
(1) 会社の経営の基本方針 
当行グループは、次の４項目を企業理念と定め、地域に根ざす金融機関としての使命・存在意義

を明確にしております。 

① 健全経営を堅持し、信頼される企業となる。（健全経営） 

② 地域とともに歩み、地域社会の発展に貢献する。（地域貢献） 

③ お客様のニーズに応え､お客様の満足を高める。（顧客志向） 

④ 自由闊達で創造性に満ちた企業風土を築く。（企業活力） 

     また、経営の基本目標として「お客様の声にしっかりと耳を傾け、お客様の企業経営や暮ら

しの向上のために、金融面から精一杯お手伝いする銀行をめざすこと、そのために、従業員一

人ひとりが、より高いやりがいを持てる銀行をめざすこと、そうすることで、最終利益１００

億円を達成できる銀行をめざすこと」を掲げております。 

 
(2) 目標とする経営指標 
   目標とする経営指標については、第３次経営戦略計画の中で、次の５項目をチャレンジ目標と定

め、計画の最終年度である２１年３月期での達成をめざしております。 

① 当期純利益              １００億円以上 

② コア業務純益             １８０億円以上 

③ Tier１ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）    ５％以上 

④ ＯＨＲ（コア業務粗利益経費率）      ６７％未満 

⑤ 自己資本比率（国内基準）       １３．５％以上 

同Ｔｉｅｒ１比率            １２．５％以上 

   ※自己資本比率、Ｔｉｅｒ１比率目標は、新基準（バーゼルⅡ）に基づいた指標であります。 
 
(3) 中長期的な会社の経営戦略 
当行は１８年４月から２１年３月までの３年間にわたる「第３次経営戦略計画（略称：マスター

プラン）」を推進しております。本計画では、銀行を取り巻く競争環境がさらに激化する中、「競争

に勝つ強い“現場力”づくり」をキーワードとし、地元マーケットを深く耕すことで、健全性と収

益性のバランスのとれた“地銀らしい地銀”をめざしております。 

   法人向け金融サービスについては、当行が独自開発した融資支援システムＫｅｙＭａｎや営業戦

略サポートシステムＫｅｙＭａｎ-Ｓ3（ｴｽ･ｷｭｰﾌﾞ）を活用しながらお客様のニーズにお応えし、お

客様の営業利益改善活動を展開するなかで当行の収益力の強化を図ってまいります。 

  また、生活者金融を充実させ、個人向け金融サービスを収益の柱に育てることも重要な課題と認

識しております。そのため、営業支援システムＣＳナビゲータ等の活用により、各種ローンや投資

信託・保険商品等の金融預り資産商品など、個人のお客様のライフプランに応じたコンサルティン

グ、商品・サービスの提供に努めております。 
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  あわせて、強い現場力の土台づくりとして、人員配置や人材育成、評価制度の見直しなど新しい

態勢の構築に取り組んでおります。 

さらには、金融商品取引法等の法制度への対応をはじめ、お客様が安心して当行をご利用いただ

けるよう、引続きコンプライアンスや顧客保護、リスク管理の徹底を図ってまいります。 

 
（4）会社の対処すべき課題 
日本経済は緩やかな景気回復基調にあるものの、当行が主たる営業地盤とする鹿児島・宮崎県の

景気回復は依然足踏み状態が続いております。また、１９年１０月には、ゆうちょ銀行が発足する

など、当行を取り巻く環境は一層厳しさを増すことが予想されます。 

  このような環境のなか、当行は、上記マスタープランに沿って、収益力の強化とコンプライアン

ス、顧客保護、リスク管理の態勢強化・高度化を図り、引続き健全性を維持しながら、地域密着型

金融（リレーションシップバンキング）の機能強化に取り組んでまいります。 

 
（5）その他、会社の経営上重要な事項 

   その他、会社の経営上重要な事項に該当するものはございません。 
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４．中間連結財務諸表

（１）中間連結貸借対照表

（単位 ： 百万円）

科 目
平成18年中間期
末 （ Ａ ）

平成19年中間期
末 （ Ｂ ）

比 較
（ Ｂ － Ａ ）

平成 18年度末
（ C ）

比 較
（ Ｂ － C ）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 50,467 60,515 10,048 53,499 7,016

コールローン及び買入手形 99,197 40,000 △ 59,197 25,000 15,000

買 入 金 銭 債 権 4,581 7,109 2,527 5,961 1,148

商 品 有 価 証 券 1,776 1,222 △ 554 1,524 △ 302

金 銭 の 信 託 12,991 11,904 △ 1,087 11,977 △ 73

有 価 証 券 889,697 950,128 60,430 936,270 13,858

貸 出 金 1,931,550 1,957,281 25,731 2,002,114 △ 44,833

外 国 為 替 805 2,241 1,436 1,565 676

そ の 他 資 産 41,573 44,082 2,508 41,028 3,053

有 形 固 定 資 産 54,699 53,957 △ 742 54,218 △ 260

無 形 固 定 資 産 3,779 4,269 490 3,901 368

繰 延 税 金 資 産 870 1,007 136 1,007 △ 0

支 払 承 諾 見 返 41,968 25,298 △ 16,670 29,704 △ 4,406

貸 倒 引 当 金 △ 16,701 △ 33,586 △ 16,885 △ 22,779 △ 10,807

資 産 の 部 合 計 3,117,259 3,125,430 8,171 3,144,993 △ 19,563

（ 負 債 の 部 ）

預 金 2,645,678 2,693,639 47,961 2,723,741 △ 30,101

譲 渡 性 預 金 76,835 79,417 2,582 45,306 34,111

コールマネー及び売渡手形 48,946 35,893 △ 13,052 39,071 △ 3,178

借 用 金 11,794 14,014 2,220 12,086 1,928

外 国 為 替 31 47 16 40 6

そ の 他 負 債 25,399 26,898 1,498 25,108 1,790

役 員 賞 与 引 当 金 ― 25 25 50 △ 24

退 職 給 付 引 当 金 2,716 186 △ 2,529 1,327 △ 1,140

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ― 751 751 ― 751

繰 延 税 金 負 債 13,895 2,702 △ 11,192 13,110 △ 10,408

再評価に係る繰延税金負債 10,071 10,022 △ 49 10,024 △ 2

負 の の れ ん 6 ― △ 6 ― ―

支 払 承 諾 41,968 25,298 △ 16,670 29,704 △ 4,406

負 債 の 部 合 計 2,877,344 2,888,899 11,555 2,899,572 △ 10,673
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（単位 ： 百万円）

科 目
平成18年中間期
末 （ Ａ ）

平成19年中間期
末 （ Ｂ ）

比 較
（ Ｂ － Ａ ）

平成 18年度末
（ C ）

比 較
（ Ｂ － C ）

（ 純資産の部 ）

Ⅰ．株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金 18,130 18,130 ― 18,130 ―

資 本 剰 余 金 11,220 11,222 2 11,221 1

利 益 剰 余 金 154,345 160,409 6,064 158,706 1,702

自 己 株 式 △ 242 △ 329 △ 86 △ 277 △ 51

株 主 資 本 合 計 183,454 189,434 5,979 187,781 1,652

Ⅱ．評　価　・　換　算　差　額　等

その他有価証券評価差額金 36,374 26,468 △ 9,905 37,324 △ 10,855

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 393 △ 52 340 △ 239 187

土 地 再 評 価 差 額 金 13,643 13,571 △ 72 13,575 △ 4

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 49,624 39,987 △ 9,636 50,659 △ 10,672

Ⅲ．少 　数　 株 　主　 持　 分 6,835 7,108 273 6,979 129

純 資 産 の 部 合 計 239,914 236,530 △ 3,383 245,420 △ 8,890

負債及び純資産の部合計 3,117,259 3,125,430 8,171 3,144,993 △ 19,563

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　（２）中間連結損益計算書

（単位 ： 百万円）

　科　　　　　　　　　　　　　　　　目
平 成 1 8 年
中 間 期 （ Ａ ）

平 成 1 9 年
中 間 期 （ Ｂ ）

比 較
（ Ｂ － Ａ ）

平 成  18 年 度
（ 要 約 ）

経 常 収 益 38,822 49,698 10,875 84,056

     資    金    運    用   収   益 25,112 28,354 3,241 52,684

        （ う ち 貸 出 金 利 息 ） (18,461) (21,236) (2,775) (38,414)

        （うち有価証券利息配当金） (6,280) (6,559) (278) (13,242)

     役   務   取   引  等  収  益 5,494 5,827 333 11,377

     そ   の   他   業  務  収  益 7,644 7,701 57 18,226

     そ   の   他   経  常  収  益 570 7,814 7,243 1,768

経 常 費 用 30,240 44,203 13,963 67,281

     資   金    調    達    費   用 2,737 4,985 2,248 6,725

        （  う  ち  預  金  利  息 ） (674) (2,939) (2,265) (2,373)

     役   務   取   引  等  費  用 1,634 1,770 136 3,356

     そ   の   他   業  務  費  用 7,078 6,656 △ 422 13,929

     営        業        経        費 17,796 18,066 269 35,154

     そ   の  他   経   常  費  用 993 12,724 11,730 8,116

経 常 利 益 8,581 5,494 △ 3,087 16,774

特 別 利 益 1 8 6 19

特 別 損 失 797 721 △ 75 939

税金等調整前中間（当期）純利益 7,786 4,781 △ 3,004 15,854

法人税、住民税及び事業税 2,712 5,596 2,884 7,285

法 人 税 等 調 整 額 383 △ 3,399 △ 3,783 △ 1,298

少 数 株 主 利 益 271 150 △ 120 420

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 4,418 2,433 △ 1,984 9,446

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日）                   （単位：百万円） 

 
株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高 18,130 11,207 150,473 △226 179,585

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注２） △839  △839

役員賞与（注２） △45  △45

中間純利益 4,418  4,418

自己株式の取得 △32 △32

自己株式の処分 12 15 28

土地再評価差額金取崩額 338  338

株主資本以外の項目の 
中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

 

中間連結会計期間中の 
変動額合計 － 12 3,871 △16 3,868

平成 18 年９月 30 日残高 18,130 11,220 154,345 △242 183,454

 

 

 

評価・換算差額等 

 
 
 

その他有 
価証券評 
価差額金 

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差  額  金

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高 38,223 － 13,981 52,204 6,584 238,375

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注２）   △839

役員賞与（注２）   △45

中間純利益   4,418

自己株式の取得   △32

自己株式の処分   28

土地再評価差額金取崩額   338

株主資本以外の項目の 
中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

△1,848 △393 △338 △2,580 251 △2,329

中間連結会計期間中の 
変動額合計 △1,848 △393 △338 △2,580 251 1,538

平成 18 年９月 30 日残高 36,374 △393 13,643 49,624 6,835 239,914

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間連結会計期間（自平成 19 年４月１日 至平成 19 年９月 30 日）                    （単位：百万円） 

株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年３月 31 日残高 18,130 11,221 158,706 △277 187,781

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注２） △734  △734

中間純利益 2,433  2,433

自己株式の取得 △57 △57

自己株式の処分 1 5 7

土地再評価差額金取崩額 4  4

株主資本以外の項目の 
中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

 

中間連結会計期間中の 
変動額合計 - 1 1,702 △51 1,652

平成 19 年９月 30 日残高 18,130 11,222 160,409 △329 189,434

 

 

 

評価・換算差額等 

 
 
 

その他有 
価証券評 
価差額金 

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差  額  金

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成 19 年３月 31 日残高 37,324 △239 13,575 50,659 6,979 245,420

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注２）   △734

中間純利益   2,433

自己株式の取得   △57

自己株式の処分   7

土地再評価差額金取崩額   4

株主資本以外の項目の 
中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

△10,855 187 △4 △10,672 129 △10,542

中間連結会計期間中の 
変動額合計 △10,855 187 △4 △10,672 129 △8,890

平成 19 年９月 30 日残高 26,468 △52 13,571 39,987 7,108 236,530

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．平成 19 年６月の定時株主総会における剰余金処分項目であります。 
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前連結会計年度（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年３月 31 日）                     （単位：百万円） 

 
株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高 18,130 11,207 150,473 △226 179,585

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当（注２） △839  △839

剰余金の配当（中間配当） △735  △735

役員賞与（注２） △45  △45

当期純利益 9,446  9,446

自己株式の取得 △70 △70

自己株式の処分 13 19 32

土地再評価差額金取崩額 406  406

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額 
（純額） 

 

連結会計年度中の変動額合計 ― 13 8,233 △51 8,195

平成 19 年３月 31 日残高 18,130 11,221 158,706 △277 187,781

 

 

 

評価・換算差額等 

 
 
 

その他有 
価証券評 
価差額金 

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差  額  金

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高 38,223 － 13,981 52,204 6,584 238,375

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当（注２）   △839

剰余金の配当（中間配当）   △735

役員賞与（注２）   △45

当期純利益   9,446

自己株式の取得   △70

自己株式の処分   32

土地再評価差額金取崩額   406

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額 
（純額） 

△898 △239 △406 △1,545 394 △1,150

連結会計年度中の変動額合計 △898 △239 △406 △1,545 394 7,044

平成 19 年３月 31 日残高 37,324 △239 13,575 50,659 6,979 245,420

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書
　　　　　（単位：百万円）

前中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成18年4月１日 自　平成19年4月１日 自　平成18年4月１日

至　平成18年9月30日 至　平成19年9月30日 至　平成19年3月31日

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前中間（当期）純利益 7,786 4,781 15,854

　減価償却費 6,368 6,150 12,652

　減損損失 756 756

　のれん償却額 △ 6 △ 13

　貸倒引当金の純増減（△） △ 192 10,807 5,885

　役員賞与引当金の純増減（△） △ 24 50

　退職給付引当金の純増減（△） △ 1,373 △ 1,140 △ 2,762

　役員退職慰労引当金の純増減（△） 751

　資金運用収益 △ 25,112 △ 28,354 △ 52,684

　資金調達費用 2,737 4,985 6,725

　有価証券関係損益（△） 402 △ 6,611 △ 2,543

　金銭の信託の運用損益（△） 8 95 △ 69

　為替差損益（△） △ 51 △ 73 △ 122

　固定資産処分損益（△） 41 41 166

　貸出金の純増（△）減 37,687 44,833 △ 32,876

　預金の純増減（△） △ 20,474 △ 30,101 57,587

　譲渡性預金の純増減（△） 19,461 34,111 △ 12,067

　借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△) 356 1,928 648

　預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 13 △ 369 1

　コールローン等の純増（△）減 △ 78,769 △ 16,148 △ 5,951

　コールマネー等の純増減（△） 3,115 △ 3,178 △ 6,759

　外国為替（資産）の純増（△）減 470 △ 676 △ 290

　外国為替（負債）の純増減（△） △ 59 6 △ 50

　資金運用による収入 24,177 28,870 52,548

　資金調達による支出 △ 2,476 △ 4,318 △ 5,920

　その他 △ 3,879 △ 1,675 △ 3,515

　　　小　　　　　計 △ 29,044 44,692 27,249

　法人税等の支払額 △ 3,096 △ 4,315 △ 5,904

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 32,141 40,376 21,344

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

　有価証券の取得による支出 △ 150,945 △ 169,794 △ 318,780

　有価証券の売却による収入 121,509 90,453 192,439

　有価証券の償還による収入 66,253 53,332 118,610

　金銭の信託の増加による支出 △ 1,000 △ 1,000

　金銭の信託の減少による収入 979 2,000

　有形固定資産の取得による支出 △ 5,959 △ 6,870 △ 12,321

　有形固定資産の売却による収入 631 833 1,701

　無形固定資産の取得による支出 △ 331 △ 871 △ 1,160

　無形固定資産の売却による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 31,157 △ 32,937 △ 18,512

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金支払額 △ 839 △ 735 △ 1,574

　少数株主への配当金支払額 △ 5 △ 5 △ 5

　自己株式の取得による支出 △ 32 △ 57 △ 70

　自己株式の売却による収入 111 7 115

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 765 △ 790 △ 1,534

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △ 1 1

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 △ 1,748 6,647 1,299

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 51,512 52,811 51,512
Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 49,764 59,459 52,811

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

- 16 -
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社      ７社 

かぎんビジネスサービス株式会社 

かぎんオフィスサービス株式会社 

かぎん会計サービス株式会社 

株式会社鹿児島地域経済研究所 

株式会社鹿児島カード 

鹿児島リース株式会社 

鹿児島保証サービス株式会社 

（２）非連結子会社      １社 

ケイエム・リーシング有限会社 

ケイエム・リーシング有限会社は鹿児島リース株式会社の子会社であり、匿名組合契約方

式によるリース事業を行っている営業者であります。その資産及び損益は実質的に当該子会

社に帰属しないため、中間連結財務諸表規則第５条第１項第２号により、連結の範囲から除

外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社ケイエム・リーシング有限会社については、損益が実質的に当該会社に帰属しな

いため、持分法の適用から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、すべて９月末日であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っ

ております。 

（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日

の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のない

ものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており

ます。 

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され

ている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（４）減価償却の方法 

①有形固定資産 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し

計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物   １９年 ～ ５０年 

動  産    ２年 ～ ２０年 
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連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法に

より償却しております。 

（会計方針の変更） 

平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更に

よる経常利益及び税金等調整前中間純利益への影響は軽微であります。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、

償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却

しております。これにより、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ６３百万円

減少しております。 

②無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償

却しております。 

（５）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定す

る正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、過去の一定期間における各々の

貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。なお、要注意先債権に相当

する債権において、貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者

のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる

ことができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率

で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見

積法）により引当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを

合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に残存期間を算定し、

その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引当てております。破綻懸念

先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を

引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認

めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額をそれぞれ引当てております。 

（６）役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額

のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 
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（７）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以

下のとおりであります。 

過去勤務債務    その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により損益処理 

数理計算上の差異  各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（１０年）による定率法により、発生の翌連結会計年度から損益

処理 

（８）役員退職慰労引当金の計上基準 

役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、

当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当金として計上

しております。 

（会計方針の変更） 

従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備

金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）が平成 

 １９年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることに伴い、当中間連結会計期間

から同報告を適用しております。これにより、従来の方法に比べ、営業経費は７８百万円、

特別損失は６７３百万円それぞれ増加し、経常利益は７８百万円、税金等調整前中間純利益

は７５１百万円それぞれ減少しております。 

（９）外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付して

おります。 

（10）リース取引の処理方法 

当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（11）重要なヘッジ会計の方法 

（イ）金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に

おける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第２４号）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、キャッシュ・フローを固定するヘッジについて

ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素等の相関関係を検証しております。 

また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益の

うち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５号）を適用して実施しておりまし

た多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理

する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッジ」で指定したそ

れぞれのヘッジ手段の残存期間に応じ平成１５年度から６年間にわたって、資金調達費

用として期間配分しております。当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基

づく繰延ヘッジ損失は１５７百万円（税効果額控除前）であります。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 
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（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっておりま

す。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺

する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対

象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する

ことを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

（12）消費税等の会計処理 

当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預

け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。 

 

 

 

（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針） 

企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計について、「連結財務諸

表における税効果会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第６号平成

１９年３月２９日）の第３０-２項を当中間連結会計期間から適用しております。なお、これに

よる中間連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 
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（７）中間連結財務諸表に関する注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

１．有価証券には、非連結子会社の株式０百万円を含んでおります。 

２．貸出金等のうち、破綻先債権額は２,２１９百万円、延滞債権額は２９,２９３百万円でありま

す。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金等（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金等」という。）のうち、法人税

法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同

項第４号に規定する事由が生じている貸出金等であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金等であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金等以外の貸出金等であります。 

３．貸出金等のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸出金等で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金等のうち、貸出条件緩和債権額は２８,９４８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金等で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 

６０,４６１百万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。 

 これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は、２０,７０９百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券          ８２,１６７百万円 

その他資産          ２,８６０百万円 

担保資産に対応する債務 

預  金           ４,２０１百万円 

借 用 金          １１,８６１百万円 

借用金１１,８６１百万円の担保として、簿外資産であるリース債権１０,４１７百万円

を差し入れております。 

上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用と

して、有価証券５９,１６６百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は３５１百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は５９５,１６６百万円であ

り、このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 

５８０,４１２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ 
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のものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があると 

きは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること

ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業

用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１

号に定める地価公示価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しておりま

す。ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令第２条第２号に定める基準地価又は

同施行令第２条第４号に定める地価税法に規定する方法により算定した価格に時点修正等合

理的な調整を行って算出しております。 

10．有形固定資産の減価償却累計額       ３５,９６６百万円 

11．有形固定資産の圧縮記帳額       ３,６７１百万円 

  （当中間連結会計期間圧縮記帳額       －百万円） 

12. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に

対する当行の保証債務の額は１０,０８８百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和

５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣

府令第３８号平成１９年４月１７日）により改正されたことに伴い、相殺しております。 

前中間連結会計期間において上記相殺を行った場合は、前中間連結会計期間末の支払承諾及

び支払承諾見返は、それぞれ９,２９４百万円減少します。 

 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益７,２６３百万円を含んでおります。 

２．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額１１,６１７百万円を含んでおります。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

前連結会計年度

末株式数 

当中間連結会計

期間増加株式数

当中間連結会計

期間減少株式数

当中間連結会計

期間末株式数 
摘要 

発行済株式 210,403 － － 210,403 

普通株式 210,403 － － 210,403 

自己株式 409 65 8 466 注 

普通株式 409 65 8 466 

注 当中間連結会計期間における自己株式の増減は、単元未満株式の買取及び売渡によるものであります。 

 

２．配当に関する事項 

当中間連結会計期間中の配当金支払額 

決 議 

株式の 

種類 

配当金の 

総額 

１株当た

りの金額
基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 734 百万円 3.50 円 平成 19 年３月 31 日 平成 19 年６月 29 日

 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの 

決 議 

株式の 

種類 

配当金の 

総額 
配当の原資

１株当た

りの金額
基準日 効力発生日 

平成 19 年 

11 月 12 日 

取締役会 

普通株式 734 百万円 
その他利益

剰余金 
3.50 円 

平成 19 年 

９月 30 日 

平成 19 年 

12 月 10 日 

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は次のとおりであります。 
 

平成１９年９月３０日現在 

現金預け金勘定      ６０,５１５百万円 

定期預け金          △９５百万円 

外貨預け金          △７０百万円 

その他預け金        △８９０百万円 

現金及び現金同等物    ５９,４５９百万円 
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（セグメント情報） 

 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

                                                                            （単位：百万円） 

 銀行業 リース業
その他の事

業 
計 

消去又は全

社 
連結 

経常収益    

（1）外部顧客に対する経常  

収益 

 

31,109 6,795 917 38,822

 

－  

 

38,822 

（2）セグメント間の内部経常

収益 

 

163 579 248 991

 

(991) 

 

－  

計 31,273 7,375 1,165 39,814 (991) 38,822 

経常費用 23,435 7,021 753 31,210 (969) 30,240 

経常利益 7,838 353 412 8,603  (21)  8,581 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業区分の主なものは保証及び

クレジット業務等であります。 

 

 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

                                                                            （単位：百万円） 

 銀行業 リース業
その他の事

業 
計 

消去又は全

社 
連結 

経常収益    

（1）外部顧客に対する経常  

収益 

 

41,904 6,902 891 49,698

 

－  

 

49,698 

（2）セグメント間の内部経常

収益 

 

183 535 252 970

 

(970) 

 

－  

計 42,087 7,437 1,143 50,669 (970) 49,698 

経常費用 37,155 7,258 757 45,172 (968) 44,203 

経常利益 4,931 179 385 5,497  (2)  5,494 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業区分の主なものは保証及び

クレジット業務等であります。 
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Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

                                                                            （単位：百万円） 

 銀行業 リース業
その他の事

業 
計 

消去又は全

社 
連結 

経常収益    

（1）外部顧客に対する経常  

収益 

 
68,474 

 
13,732 

 
1,849 

 
84,056 

 
－ 

 
84,056 

（2）セグメント間の内部経常

収益 

 
335 

 
1,150 

 
489 

 
1,975 

 
(1,975) 

 
－ 

計 68,809 14,882 2,338 86,031 (1,975) 84,056 

経常費用 53,186 14,393 1,662 69,242 (1,961) 67,281 

経常利益 15,623 489 675 16,788 (13) 16,774 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、その他の事業区分の主なものは保証及び

クレジット業務等であります。 

 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

 

    全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が１００％のため、前中間連結会計期間、当中間連結会計

期間及び前連結会計年度とも所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 

 

３．国際業務経常収益 

 

    国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会

計年度とも国際業務経常収益の記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

  

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
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（有価証券関係） 

 

※  (中間)連結貸借対照表の「有価証券」を記載しております。 

 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在） 

                                                                                       （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

地方債 2 2 △0

社債 1,202 1,212 10

合計 1,204 1,214 10

（注）時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在） 

                                                                                       （単位：百万円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額 

株式 40,711 103,265 62,553

債券 692,695 688,837 △3,858

国債 329,094 325,349 △3,744

地方債 140,037 140,454 417

社債 223,564 223,032 △531

その他 78,803 80,864 2,061

合計 812,211 872,967 60,756

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

    ２．時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が、取得原価に比べて30％程度以上下落した場

合は回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しております。 

         結果として、当中間連結会計期間末において有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落したこと

により、減損処理を行った銘柄はありません。 

 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成18年９月30日現在） 

                                                        （単位：百万円）  

 金   額 

満期保有目的の債券  

社    債 9,839 

関係会社株式   3 

その他有価証券  

非上場株式 1,227 

非上場外国証券     0 

非上場その他の証券 4,457 
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Ⅱ 当中間連結会計期間末 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年９月30日現在） 

                                                                                       （単位：百万円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 評価差額 

株式 38,420 87,309 48,889

債券 789,748 785,282 △4,465

国債 354,510 350,165 △4,345

地方債 129,256 129,219 △36

社債 305,981 305,898 △83

その他 61,184 61,062 △121

合計 889,352 933,654 44,302

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

２．当中間連結会計期間における時価のあるその他有価証券の減損処理額は、株式282百万円、その他30百万円

であります。 

３．時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が、取得原価に比べて30％程度以上下落した

場合は回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しております。 

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成19年９月30日現在） 

                                                        （単位：百万円）  

 金   額 

関係会社株式 0 

その他有価証券  

社債 10,444 

非上場株式 1,151 

非上場外国証券 0 

非上場その他の証券 4,877 

 

 

３．保有目的を変更した有価証券 

当中間連結会計期間において、従来、満期保有目的で保有していた債券11,385百万円を流動性の確保を目的に変

更し、その他有価証券に区分しております。なお、この変更による中間連結貸借対照表への影響は軽微であります。 
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Ⅲ 前連結会計年度末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

                                                            （単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 うち益 うち損 

地方債 2 2 △0 － 0 

社債 939 946 7    8 0 

合計 941 948    7     8 0 

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

                                                            （単位：百万円） 

 取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 
評価差額 うち益 うち損 

株式 41,587 108,494 66,907 67,212 305 

債券 756,558 752,020 △4,537 1,838 6,375 

国債 336,158 331,471 △4,686 232 4,918 

地方債 135,118 135,313 194 625 430 

社債 285,281 285,236 △45 980 1,026 

その他 58,143 58,084 △58 465 523 

合計 856,288 918,600 62,311 69,516 7,204 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま

す。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合

は回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しております。 

    結果として、当連結会計年度末において有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落したことにより

減損処理を行った銘柄はありません。 

 

 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

                             （単位：百万円） 

 金額 

満期保有目的の債券  

社   債 10,927 

関係会社株式 0 

その他有価証券  

非上場株式 1,124 

非上場外国証券 0 

非上場その他の証券 4,676 
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（金銭の信託関係） 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

 

当中間連結会計期間末における満期保有目的及びその他の金銭の信託は該当ありません。 

 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 

 

当中間連結会計期間末における満期保有目的及びその他の金銭の信託は該当ありません。 

 

 

Ⅲ 前連結会計年度末 

 

当連結会計年度における満期保有目的及びその他の金銭の信託は該当ありません。 

 

 

 

 

 

（その他有価証券評価差額金） 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

 

○その他有価証券評価差額金（平成18年９月30日現在） 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

                                                     （単位：百万円） 

 金額 

評価差額 60,756 

その他有価証券 60,756 

（△）繰延税金負債 24,268 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 36,487 

（△）少数株主持分相当額 113 

その他有価証券評価差額金 36,374 

 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 

 

○その他有価証券評価差額金（平成19年９月30日現在） 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

                                                     （単位：百万円） 

 金額 

評価差額 44,302 

その他有価証券 44,302 

（△）繰延税金負債 17,742 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 26,559 

（△）少数株主持分相当額 91 

その他有価証券評価差額金 26,468 
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Ⅲ 前連結会計年度末 

 

○その他有価証券評価差額金（平成19年３月31日現在） 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

                                                     （単位：百万円） 

 金額 

評価差額 62,311 

その他有価証券 62,311 

（△）繰延税金負債 24,880 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 37,431 

（△）少数株主持分相当額 106 

その他有価証券評価差額金 37,324 

 

 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

  

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

 

 

 

（ストック・オプション取引等関係） 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 
 

      該当ありません。 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 
 

      該当ありません。 

 

Ⅲ 前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 
 

      該当ありません。 

 

 

 

（企業結合等関係） 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 
 

      該当ありません。 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 
 

      該当ありません。 

 

Ⅲ 前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 
 

      該当ありません。 
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（１株当たり情報） 

 

 
前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 円 1,109.72 1,092.81 1,135.46 

１株当たり中間（当期）純利益 円 21.03 11.59 44.98 

 （注）１．記載金額は、少数点２位未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当り純資産の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 百万円 239,914 236,530 245,420 

純資産の部の合計額から控除する金

額 
百万円 6,835 7,108 6,979 

（うち少数株主持分） 百万円 6,835 7,108 6,979 

普通株式に係る中間期末（連結会計
年度末）の純資産額 

百万円 233,078 229,421 238,441 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末（連結会計年度末）の
普通株式の数 

千株 210,032 209,936 209,993 

３．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益 百万円 4,418 2,433 9,446 

普通株主に帰属しない金額 百万円 － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益 
百万円 4,418 2,433 9,446 

普通株式の（中間）期中平均株式

数 
千株 210,015 209,966 210,014 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりま

せん。 

 

 

 

（重要な後発事象） 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

該当ありません。 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

該当ありません。 

 

Ⅲ 前連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

該当ありません。 
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５．中間個別財務諸表

（１）中間貸借対照表

（単位 ： 百万円）

平 成 18 年
中間期末（Ａ）

平 成 19 年
中間期末（Ｂ）

比 較
（ Ｂ － Ａ ）

平成18年度末
（要約） （Ｃ ）

比 較
（ Ｂ － Ｃ ）

（ 資 産 の 部 ）

50,202 59,964 9,762 53,238 6,726

99,197 40,000 △ 59,197 25,000 15,000

3,738 6,503 2,765 5,171 1,332

1,776 1,222 △ 554 1,524 △ 302

12,991 11,904 △ 1,087 11,977 △ 73

888,831 949,542 60,710 935,510 14,031

1,941,969 1,968,054 26,084 2,012,934 △ 44,880

805 2,241 1,436 1,565 676

7,957 8,817 859 7,033 1,784

52,834 52,391 △ 442 52,431 △ 40

3,423 3,837 414 3,596 241

40,830 24,112 △ 16,717 28,541 △ 4,428

△ 14,786 △ 31,510 △ 16,723 △ 20,840 △ 10,669

3,089,772 3,097,081 7,309 3,117,684 △ 20,602
（ 負 債 の 部 ）

2,646,981 2,694,677 47,695 2,725,218 △ 30,541

82,080 85,067 2,987 50,756 34,311

48,946 35,893 △ 13,052 39,071 △ 3,178

162 212 50 190 22

31 47 16 40 6

13,188 16,480 3,291 13,255 3,224

－　 25 25 50 △ 24

2,672 147 △ 2,524 1,282 △ 1,135

－　 714 714 －　 714

13,894 2,699 △ 11,195 13,109 △ 10,410

10,071 10,022 △ 49 10,024 △ 2

40,830 24,112 △ 16,717 28,541 △ 4,428

2,858,858 2,870,099 11,240 2,881,540 △ 11,441
（ 純 資 産 の 部 ）

18,130 18,130 －　 18,130 －　

11,208 11,210 2 11,209 1

11,204 11,204 －　 11,204 －　

3 5 2 4 1

152,235 158,017 5,781 156,462 1,555

18,130 18,130 －　 18,130 －　

134,105 139,886 5,781 138,331 1,555

行 員 退 職 手 当 基 金 296 296 －　 296 －　

固定資産圧縮積立金 196 242 45 242 －　

別 途 積 立 金 126,297 134,297 8,000 126,297 8,000

繰 越 利 益 剰 余 金 7,314 5,050 △ 2,263 11,495 △ 6,444

△ 242 △ 329 △ 86 △ 277 △ 51

181,332 187,029 5,697 185,524 1,505

36,331 26,434 △ 9,897 37,283 △ 10,849

△ 393 △ 52 340 △ 239 187

13,643 13,571 △ 72 13,575 △ 4

49,581 39,952 △ 9,628 50,619 △ 10,666

230,913 226,982 △ 3,931 236,143 △ 9,161
3,089,772 3,097,081 7,309 3,117,684 △ 20,602

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

自 己 株 式

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

資 産 の 部 合 計

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

科 　　　　     目

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

- 32 -



㈱鹿児島銀行（8390）平成20年3月期中間決算短信

（２）中間損益計算書

（単位 ： 百万円）

　科　　　       　　　目
平 成 18 年
中 間 期 (A)

平 成 19 年
中 間 期 (B)

 比     　  較
（ B－ A )

平 成 18 年 度
（ 要 約 ）

経 常 収 益 31,254 42,068 10,813 68,773

     資    金    運    用    収    益 24,978 28,261 3,283 52,438

           （  う ち 貸 出 金 利 息  ） (18,346) (21,162) (2,815) (38,209)

          （うち有価証券利息配当金） (6,268) (6,549) (281) (13,219)

     役   務   取   引   等   収   益 5,216 5,548 331 10,812

     そ   の   他   業   務   収   益 535 430 △ 105 3,807

     そ   の   他   経   常   収   益 524 7,828 7,304 1,714

経 常 費 用 23,425 37,189 13,763 53,195

     資    金    調    達    費    用 2,660 4,901 2,241 6,571

           （ う  ち  預  金  利  息 ） (674) (2,941) (2,266) (2,374)

     役   務   取   引   等   費   用 1,718 1,858 139 3,527

     そ   の   他   業   務   費   用 1,088 518 △ 570 1,519

     営         業         経         費 17,155 17,437 282 34,042

     そ   の   他   経   常   費   用 802 12,474 11,671 7,534

経 常 利 益 7,828 4,878 △ 2,949 15,577

特 別 利 益 1 4 2 18

特 別 損 失 796 691 △ 104 938

税引前中間 （当期 ）純利益 7,034 4,191 △ 2,842 14,657

法人税、住民税及び事業税 2,350 5,322 2,972 6,633

法 人 税 等 調 整 額 432 △ 3,416 △ 3,848 △ 1,120

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 4,251 2,286 △ 1,965 9,144

（参　考） （単位 ： 百万円）

業 務 純 益 7,026 2,137 △ 4,888 16,468

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日） （単位：百万円）

行員退職
手当基金

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金
繰越利益
剰余金

18,130 11,204 3 11,207 18,130 296 172 116,297 13,633 148,531 △ 211 177,658

剰余金の配当（注2） △ 840 △ 840 △ 840

役員賞与（注2） △ 45 △ 45 △ 45

中間純利益 4,251 4,251 4,251

自己株式の取得 △ 32 △ 32

自己株式の処分 0 0 1 1

固定資産圧縮積立金の積立
（注2）

23 △ 23 － － 

別途積立金の積立（注2） 10,000 △ 10,000 － － 

土地再評価差額金取崩額 338 338 338

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

－ － 0 0 － － 23 10,000 △ 6,319 3,704 △ 31 3,674

18,130 11,204 3 11,208 18,130 296 196 126,297 7,314 152,235 △ 242 181,332

38,162 － 13,981 52,144 229,802

剰余金の配当（注2） △ 840

役員賞与（注2） △ 45

中間純利益 4,251

自己株式の取得 △ 32

自己株式の処分 1

固定資産圧縮積立金の積立
（注2） － 

別途積立金の積立（注2） － 

土地再評価差額金取崩額 338

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） △ 1,831 △ 393 △ 338 △ 2,563 △ 2,563

△ 1,831 △ 393 △ 338 △ 2,563 1,110

36,331 △ 393 13,643 49,581 230,913

（注）1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　2．平成18年６月の定時株主総会における利益処分の項目であります。

平成18年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

利益準備
金

その他利益剰余金

平成18年９月30日残高

自己株式
株主資本
合計利益剰余

金合計

利　益　剰　余　金

資本金

資　本　剰　余　金

資本準備
金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

平成18年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計

平成18年９月30日残高

評　価　・　換　算　差　額　等

純資産合
計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計
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当中間会計期間（自 平成19年４月１日　至 平成19年９月30日） （単位：百万円）

行員退職
手当基金

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金
繰越利益
剰余金

18,130 11,204 4 11,209 18,130 296 242 126,297 11,495 156,462 △ 277 185,524

剰余金の配当（注2） △ 734 △ 734 △ 734

中間純利益 2,286 2,286 2,286

自己株式の取得 △ 57 △ 57

自己株式の処分 1 1 5 7

別途積立金の積立（注2） 8,000 △ 8,000 － － 

土地再評価差額金取崩額 4 4 4

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

－ － 1 1 － － － 8,000 △ 6,444 1,555 △ 51 1,505

18,130 11,204 5 11,210 18,130 296 242 134,297 5,050 158,017 △ 329 187,029

37,283 △ 239 13,575 50,619 236,143

剰余金の配当（注2） △ 734

中間純利益 2,286

自己株式の取得 △ 57

自己株式の処分 7

別途積立金の積立（注2） － 

土地再評価差額金取崩額 4

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） △ 10,849 187 △ 4 △ 10,666 △ 10,666

△ 10,849 187 △ 4 △ 10,666 △ 9,161

26,434 △ 52 13,571 39,952 226,982

（注）1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　2．平成19年６月の定時株主総会における決議項目であります。

評　価　・　換　算　差　額　等

純資産合
計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益
土地再評
価差額金

評価・換算
差額等合
計

平成19年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計

平成19年９月30日残高

平成19年９月30日残高

自己株式
株主資本
合計利益剰余

金合計

利　益　剰　余　金

資本金

資　本　剰　余　金

資本準備
金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

平成19年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

利益準備
金

その他利益剰余金
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前事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） （単位：百万円）

行員退職
手当基金

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金
繰越利益
剰余金

18,130 11,204 3 11,207 18,130 296 172 116,297 13,633 148,531 △ 211 177,658

剰余金の配当（注2） △ 840 △ 840 △ 840

剰余金の配当（中間配当） △ 735 △ 735 △ 735

役員賞与（注2） △ 45 △ 45 △ 45

当期純利益 9,144 9,144 9,144

自己株式の取得 △ 70 △ 70

自己株式の処分 1 1 4 5

固定資産圧縮積立金の積立
（注2）

23 △ 23 － － 

固定資産圧縮積立金の積立 45 △ 45 － － 

別途積立金の積立（注2） 10,000 △ 10,000 － － 

土地再評価差額金取崩額 406 406 406

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

－ － 1 1 － － 69 10,000 △ 2,138 7,931 △ 66 7,866

18,130 11,204 4 11,209 18,130 296 242 126,297 11,495 156,462 △ 277 185,524

38,162 － 13,981 52,144 229,802

剰余金の配当（注2） △ 840

剰余金の配当（中間配当） △ 735

役員賞与（注2） △ 45

当期純利益 9,144

自己株式の取得 △ 70

自己株式の処分 5

固定資産圧縮積立金の積立
（注2） － 

固定資産圧縮積立金の積立 － 

別途積立金の積立（注2） － 

土地再評価差額金取崩額 406

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） △ 878 △ 239 △ 406 △ 1,525 △ 1,525

△ 878 △ 239 △ 406 △ 1,525 6,340

37,283 △ 239 13,575 50,619 236,143

（注）1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　2．平成18年６月の定時株主総会における利益処分の項目であります。

平成18年３月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

利益準備
金

その他利益剰余金

平成19年３月31日残高

自己株式
株主資本
合計利益剰余

金合計

利　益　剰　余　金

資本金

資　本　剰　余　金

資本準備
金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

平成18年３月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成19年３月31日残高

評　価　・　換　算　差　額　等

純資産合
計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行ってお

ります。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち

時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動

平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により

行っております。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている

有価証券の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上してお

ります。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物   １９年 ～ ５０年 

動  産    ２年 ～ ２０年 

  （会計方針の変更） 

平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更による経

常利益及び税引前中間純利益への影響は軽微であります。 

  （追加情報） 

当中間会計期間より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、償却

可能限度額に達した事業年度の翌事業年度以降、残存簿価を５年間で均等償却しております。

これにより、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ６３百万円減少しております。 

（２）無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ

アについては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監

査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常

先債権及び要注意先債権に相当する債権については、過去の一定期間における各々の貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。なお、要注意先債権に相当する債権に

おいて、貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権

の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債

権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と 
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債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引当て

ております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もること

が困難な債務者に対する債権については、個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応す

る今後の一定期間における予想損失額を引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を引当てております。破綻先債

権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当

を行っております。 

（２）役員賞与引当金 

   役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであ

ります。 

過去勤務債務    その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により損益処理 

数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に

よる定率法により、発生の翌事業年度から損益処理 

（４）役員退職慰労引当金 

   役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当

中間会計期間末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当金として計上しており

ます。 

  （会計方針の変更） 

   従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法上の準備

金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日）が平成１９

年４月１日以後開始する事業年度から適用されることに伴い、当中間会計期間から同報告を適

用しております。これにより、従来の方法に比べ、営業経費は７０百万円、特別損失は６４４

百万円それぞれ増加し、経常利益は７０百万円、税引前中間純利益は７１４百万円それぞれ減

少しております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建の資産・負債については、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しており

ます。 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

 

 - 38 -



㈱鹿児島銀行（8390）平成 20 年 3月期中間決算短信 

 

８．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第２４号）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性の評価については、キャッシュ・フローを固定するヘッジについてヘッジ対象

とヘッジ手段の金利変動要素等の相関関係を検証しております。 

また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業に

おける金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第１５号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づ 

く繰延ヘッジ損失は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間に応じ平成

１５年度から６年間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。当中間会計期間

末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は１５７百万円（税効果額控除前）であ

ります。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお 

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目

的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨

建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認すること

によりヘッジの有効性を評価しております。 

９．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

 ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用に計上しております。 
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（５）中間個別財務諸表に関する注記事項 
 

（中間貸借対照表関係） 

 

１．関係会社の株式総額  ４７７百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は１,８４０百万円、延滞債権額は２８,１８０百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施

行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第

４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２８,９４８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減 

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は、 

５８,９７０百万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は、２０,７０９百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券          ８２,１６７百万円 

担保資産に対応する債務 

預  金           ４,２０１百万円 

上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、

有価証券５９,１６６百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は３０１百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を

受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け

ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は５６４,１３５百万円であ

り、このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 

５４９,３８１百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら 

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実 
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行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて 

おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約 

後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直

し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額   ３３,０１２百万円 

10．有形固定資産の圧縮記帳額       ３,６７１百万円 

 （当中間会計期間圧縮記帳額         － 百万円） 

11．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１

号に定める地価公示価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しておりま 

す。ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令第２条第２号に定める基準地価又は

同施行令第２条第４号に定める地価税法に規定する方法により算定した価格に時点修正等合

理的な調整を行って算出しております。 

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対

する当行の保証債務の額は１０,０８８百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和５７

年大蔵省令第１０号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 

３８号平成１９年４月１７日）により改正されたことに伴い、相殺しております。 

前中間会計期間において上記相殺を行った場合は、前中間会計期間末の支払承諾及び支払承諾見

返は、それぞれ９,２９４百万円減少します。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

 

１．「その他経常収益」には株式等売却益７,２６３百万円を含んでおります。 

２．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

   建物・動産    ７１５百万円 

   その他      ６０８百万円 

３．「その他経常費用」には貸倒引当金繰入額１１,４６７百万円を含んでおります。 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項                    （千株） 

 前事業年度末 

   株式数   

当中間会計期

間増加株式数 

当中間会計期

間減少株式数 

当中間会計期

間末株式数 

 

  摘要 

自己株式 

 （普通株式） 

    

   ４０９ 

    

     ６５

    

       ８

    

   ４６６ 

 

   注 

   注 当中間会計期間における自己株式の増減は、単元未満株式の買取り及び売渡しによる 

     ものであります。 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております。 

   

 

 

（有価証券関係） 

    子会社株式で時価のあるもの 

      前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度ともに、時価のある子会社株式はありませ

ん。 

 

 

 

 

 

 


	1909_⁄A⁄U_‡P†`‡R†D™è’«ﬁI‘îŁñ.pdf
	（単位：％）




